集落行動計画策定に関するＱ＆Ａ
原　　　　村
平成２２年４月（第１版）
１　集落行動計画


答１　集落行動計画とは、住民のみなさんがそれぞれの地域のむらづくりについて

計画づくりの段階から参加し、地域の課題と目指すべき方向性を明らかにし、　　自分たちの手で魅力ある住みよい地域を作るために地域住民自らが策定する　　地域独自の振興計画です。
　　　計画の期間や構成は、それぞれの集落に任せることとしますが、計画の期間に
ついては概ね３～５年間程度、計画の構成は、①地域の現状と課題、②地域のむらづくりの目標・将来像、③主な実施事業などの内容を盛り込んでいただきたいと考えます。
　　　なお、「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識を醸成し、安心・安全

　　なむらづくりを推進するために、「自主防災組織」の育成・強化は必須項目とし

ます。

　　　また、この計画が策定された際は、村への届け出が必要となります。

答２　答１のとおり、集落行動計画とは、地域住民自らがそれぞれの地域の課題と目指すべき方向性を明らかにし、自分たちの手で魅力ある住みよい地域を作るために自ら策定する地域独自の計画です。策定義務はありませんが、積極的に取り組んでいただきたいと考えています。
　　　集落行動計画に基づき活動し、さらには計画に基づいた事業に対し「おらほうのむらづくり事業補助金」などが交付されることとなりますので、まず、計画策定のための組織を立ち上げ、計画の策定に取りかかっていただくこととなります。

答３　集落行動計画を策定するメンバーは、区長をはじめ集落内の各種団体で活動している人などが中心となって、これまでの経験や知識などを活かし、それぞれの地域の特性を活かした独自性のあふれる「集落行動計画」を策定していただきたいと考えています。

　　　

　　　計画策定にあたっては、アンケート調査や懇談会等を通じて、多くの地区住民
の意見を取り入れることができるよう努め、それぞれの集落の総会等で地域住民
に認められたものとすることが必要です。
　また、計画策定後においても、事業内容や予算決算について地域住民に広く周知することが必要であるとともに、ただ単に計画を策定し事業を実施していくだけではなく、集落自体が「事業の評価」や「計画の見直し」の姿勢を持ち、その時々の地域住民の要望に応じ、課題が解決され、地域の目的が達成される計画でなくてはならないと考えられます。

村では、集落から要請があったときは、戦略推進室をはじめとする村職員が支

援していきます。

答４　集落行動計画の計画期間の変更、地域の目標、将来像に関すること、事業実施

計画の変更など、計画の内容に著しく変更を及ぼすものについて、すでに届け出している集落行動計画の内容から変更しようとするときは、村長への届け出が必要となります。
　　　ただし、計画を変更しようとする場合、計画の策定作業と同様、集落で変更の

必要性、変更内容について十分に協議検討し、地域住民に認められた内容である

ことが前提となります。
２　おらほうのむらづくり事業補助金

答５　おらほうのむらづくり事業補助金は、村民と行政が一体となって「ともに生き
る地域のむらづくり」を推進するために、集落等による主体的なむらづくり活動

を財政的な面からサポートするために平成15年度に創設された原村独自の補助

　　金制度で、次の事業が補助対象となります。

　　 (1)　地区(地域)におけるむらづくりに向けた創造性に富んだ事業

(2)　他地区(他地域)との共同により整備することで、地域のむらづくりが大きく展開できる事業

(3)　地区(地域)の景観に関わる環境整備、及び景観の変化が形として残る事業

　　(4)　地区(地域)の特色ある事業

 　　(5)　集落行動計画の策定及び推進に係る事業

(6)　その他村長が特別に認めた事業


答６　集落行動計画を策定するための費用、集落自らが策定した集落行動計画に基づ

き実施する地域の身近な課題を解決し、個性豊かなむらづくりを進めていくため
に実施する事務及び事業に要する経費のうち、村長が適当と認めたものに対して、
　　おらほうのむらづくり事業補助金を交付します。
　　　なお、おらほうのむらづくり事業補助金において、集落行動計画の策定及び推
　　進に係る事業に対する補助対象期間は、最初に交付を受けた日の属する年度から

起算して５ヶ年度、１年度あたりの補助金は、補助対象経費の10分の10以内で

50万円を限度とします。

答７　次の事務及び事業は、おらほうのむらづくり事業補助金の補助対象事業とはな

りません。
 (1)　政治・宗教・営利を目的とした事務及び事業など補助金の趣旨に反すると

認められる事務及び事業。
　　 (2)　村などからおらほうのむらづくり事業補助金以外の補助金、交付金、助成
金等を受けた事業。
　　 (3)　事業に係る全ての業務を委託する事務及び事業は、原則として補助対象と

しません。
　　 (4)　これまでに集落が行っていた事務及び事業のうち、集落行動計画策定の際に見直しが行われなかったもの。

　　 (5)　交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、備品購入費などの経費については、原則補助対象経費にはなりませんが、事務及び事業を実施するうえで真にやむを得ない次の事由によるものについては、補助対象経費とします。
　　　　①　集落行動計画策定のための会議や、計画策定・運営組織等の運営、事業

実施方針を検討するための会議や長時間にわたる事業実施時などにおけ

る茶菓子代、弁当代
　　　　②　講演会や研修会の講師、来賓等への茶菓子代、弁当代
　　　　③　事務事業を実施するうえで不可欠な備品の購入に対する経費
　　　　また、集落の自治（事業実施）能力の強化という視点から、毎年度継続して

　　　いる行事等の事業に対する補助金の支援については、原則３ヶ年度を限度とし

ます。
問1　集落行動計画とは、どのようなものですか。





問２　集落行動計画は、必ず策定しなければならないのですか。





問３　集落行動計画は、どのように策定するのですか。





問４　届け出済みの集落行動計画について、計画の変更は可能でしょうか。可能な場合、どのような手続きが必要でしょうか。





問５　おらほうのむらづくり事業補助金とは。





問７　補助対象とならない事業はありますか。





問６　集落行動計画の策定及び推進に係る事業のうち、おらほうのむらづくり事業の補助対象となる事業はどのようなものですか。









